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習志野市特定建設工事共同企業体取扱（試行）要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、習志野市が発注する大型工事及び特殊工事の安定的施工

を確保するとともに、建設業者の施工能力、経営力の向上及び受注機会の拡

大を図るため、共同企業体方式で工事を施工する場合の取扱いに関し必要な

事項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「特定建設工事共同企業体」とは、市が発注する特

定の建設工事の施工を目的として結成され、当該工事の完成、引渡しにより

解散する共同企業体をいう。 

 

（対象工事の種類及び規模） 

第３条 特定建設工事共同企業体に発注することができる工事（以下「対象工

事」という。）は、次の各号に掲げる工事であって、技術的難易度の高い工事

とする。 

（１）設計金額が３億円以上の土木構造物工事 

（２）設計金額が５億円以上の建築工事 

（３）設計金額が１億５千万円以上の設備・その他工事 

２ 前項に規定するもののほか、市長が必要と認める工事については特定建設

工事共同企業体に発注できるものとする。 

 

（構成員の要件） 

第４条 特定建設工事共同企業体の構成員は、次の各号に該当する者でなけれ 

ばならない。 

（１）本市の建設工事に係る入札参加業者資格者名簿に登載されている者。 

（２）対象工事の発注工種に対応する許可業種について、許可を受けてから 

５年以上の営業実績がある者。 

（３）工事規模にかかわらず対象工事を構成する一部の工種を含む工事につ 

いて元請けとして一定の実績を有し、対象工事と同種の工事を施工した

経験がある者。 

（４）対象工事を施工し得る監理技術者又は国家資格を有する主任技術者を 

工事現場に専任で配置できる者。 
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（構成員数） 

第５条 特定建設工事共同企業体の構成員は、２社とする。ただし、設計金額

が第３条に掲げる金額の２倍を超える工事については、２社又は３社とする。 

 

（結成方法） 

第６条 特定建設工事共同企業体の結成方法は、自主結成とする。 

 

 

（運営形態） 

第７条 特定建設工事共同企業体の運営形態は、各構成員が一体となって工事

を施工する共同施工方式でなければならない。 

 

（代表者） 

第８条 特定建設工事共同企業体の代表者（以下「代表者」という。）は、構成 

員のうち、最大の施工能力を有する者でなければならない。 

 

（出資比率） 

第９条 代表者の出資比率は、構成員のうち、最大の出資比率でなければなら 

ない。 

２ 構成員のうち、最小の出資者の出資比率は、当該企業体の構成員数に応じ、

次の割合以上でなければならない。 

構成員数 最小出資比率 構成員数 最小出資比率 

２社 ３０％ ３社 ２０％ 

 

（入札参加資格審査委員会） 

第１０条 対象工事を特定建設工事共同企業体に発注しようとするときは、習

志野市建設工事等指名業者選定審査会（以下「審査会」という。）に諮り、次

の事項について審査を受けるものとする。 

（１）特定建設工事共同企業体による発注の適否 

（２）構成員数 

（３）入札参加資格に係る要件 

 

（契約方法） 

第１１条 特定建設工事共同企業体に発注する場合は、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号、以下「法」という。）第２３４条第１項に規定する一般競争

入札のうち、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５
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及び第１６７条の５の２に規定する制限を付した一般競争入札の方法により

行うものとする。ただし、既に施工中の対象工事に関連し、かつ、当該対象

工事を施工中の特定建設工事共同企業体に新たに発注する必要があると認め

られる工事であって、随意契約の方法によって発注することが適切な工事（以

下「関連工事」という。）については、随意契約の方法により行うことができ

るものとする。 

 

（発注の報告） 

第１２条 契約担当課長は、第１０条の規定により対象工事が特定建設工事共

同企業体に発注することが決定されたときは、市長に答申しその承認を受け

なければならない。 

 

（公告及び入札等） 

第１３条 特定建設工事共同企業体に発注するときは、あらかじめその旨及び

次の各号に掲げる事項を公告等し、公告等をした日から原則として１５日以

内に特定建設工事共同企業体入札参加審査申請書（指定様式）に、特定建設

工事共同企業体協定書（様式第１号）、誓約書（様式第２号）、使用印鑑届（様

式第３号）、特定建設工事共同企業体客観的事項調査表（様式第４号）を添え

て資格審査の申請をするものとする。 

（１）特定建設工事共同企業体による工事である旨及び当該工事名 

（２）工事場所 

（３）工事概要 

（４）特定建設工事共同企業体入札参加審査申請書の受付期間及び受付場 

  所 

（５）特定建設工事共同企業体の構成員の数、組合せ、出資比率、代表者及 

び構成員の技術的要件、格付等 

（６）その他必要と認められる事項 

 

（入札参加資格の審査） 

第１４条 市長は、前条の申請があったときは、すみやかに審査を行い、審査

結果を代表者に通知するものとする。 

２ 第１項の審査により適格とされた者は、資格者名簿に登録されたものとみ

なすものとする。 

３ 市長は、参加申請をしようとした者の名称、参加できなかった者の名称及

び理由を公表するものとし、公表に関し必要な事項は別に定めるものとする。 

（有効期間） 
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第１５条 特定建設工事共同企業体の有効期間は、入札の結果、市が契約を締

結した企業体（以下「契約企業体」という。）を除き、当該契約が締結された

ときをもって終了するものとする。 

２ 契約企業体の有効期間は、当該工事（当該工事内容の変更に伴う工事及び

関連工事を含む。以下同じ。）の完成後３か月を経過した日までとする。ただ

し、当該有効期間満了後であっても、当該工事につきかし担保責任がある場

合には、各構成員は、連帯してその責を負うものとする。 

 

（運営委員会編成表の提出） 

第１６条 契約企業体の代表者は、契約を締結した日から７日以内に共同企業

体編成表（様式第５号）を市長に提出するものとする。 

 

（施工の確保） 

第１７条 事業担当課長は、契約企業体から提出された協定書及び共同企業体

編成表に基づき、構成員による共同施工が適切に行われているかどうか、適

宜調査を行うものとする。 

２ 前項の場合において、共同施工が行われていないと認められるときは、速

やかに是正するよう指示するものとする。 

３ 事業担当課長は、契約企業体が前項の指示に従わないときは、その旨を市

長に報告するものとする。 

４ 市長は、前項の報告を受けたときは、指名停止等必要な手続きを行うもの

とする。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 
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運 用 上 の 留 意 事 項 

 

（対象工事の種類及び規模関係） 

第３条 市工事の発注は、単体発注が原則であり、本条に該当すると認められ

る工事であっても、特定建設工事共同企業体に発注する必要がない場合は、

当然単体発注によるものとする。 

 ２ 「技術的難易度の高い工事」としては、次に掲げるような工事が考えら

れる。 

（１）道路、下水道等の土木構造物であって大規模な建設工事 

（２）大規模建築工事 

（３）設備・その他工事としては、設備、造園、解体等の大規模な建設工事 

（構成員の要件関係） 

第４条 構成員は、本条第１号から第４号までのすべての要件を満たすもので

なければならない。 

 ２ 第３号中の「対象工事を構成する一部の工種を含む工事」とは、例えば、

建築工事における鉄骨組立工事等をいう。 

 ３ 第３号中の「経験ある者」には、下請けとして施工した実績があるもの

も含むものとする。 

（構成員数関係） 

第５条構成員の脱退は、原則として認めない。 

（運営形態関係） 

第７条 各構成員が分担する工事を決め施工するいわゆる「分担施工方式」は、

認めないものとする。 

（代表者関係） 

第８条 「最大の施工能力を有する者」とは、原則として経営事項審査に基づ

く総合数値の上位の者とするが、構成員間の格差が僅少である場合は、いず

れが代表者となっても指し支えないものとする。 

（出資比率関係） 

第９条 代表者の出資割合は、できるだけ高いことが望ましい。 

（契約方法関係） 

第１０条 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号の「再度入札に付し

落札者がないとき。」又は同項第７号の「落札者が契約を締結しないとき。」

の場合については、随意契約に付することができるものとする。 

  また、既に施工中の対象工事に関連する新たな工事を当該対象工事を施工

中の共同企業体に追加発注する必要がある場合は随意契約ができることとし

たが、その適用に当たっては、規定の趣旨を十分尊重して安易な運用は避け
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ること。 

（公告及び入札等関係） 

第１１条 協定書の書式は、市があらかじめ定めた書式（別記第１号様式）に

よることとし、任意の書式は認めない。 

（入札参加資格審査関係） 

第１２条 本条の審査は、構成員数、組合せ、出資比率等について行う。 

（共同施工の確保関係） 

第１４条 事業担当課長は、建設業法で義務付けられている施工体系図・施工

体制台帳も参考にして、当該工事の監督職員から随時報告を受け、共同施工

の状況の把握に努めるものとする。 

（その他関係） 

第１５条 特定建設工事共同企業体に対する通知、契約に基づく工事の監督、

請負代金の支払等の行為は、すべて代表者を相手方とし、代表者へ通知した

事項は他の構成員にも通知したものとみなす。 

 

その他 

 契約書における相手方の表示は、次のとおりとする。 

 

 

○ ○○○特定建設工事共同企業体 

 

構成員  住所 

   （代表者）  商号又は名称 

         代表者職氏名 

 

構成員  住所 

         商号又は名称 

         代表者職氏名 

 

 

 

 

 


